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 出典：Global Entrepreneurship Research Association（2017） 
図 0-1 GEMにおける起業の段階 




















and Hannan, 2000; Klepper, 2002; Foster et al., 2002; van Praag and Versloot, 
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活動を想定することが難しい（Reynolds and Miller, 1992; Liao et al, 2005）。そのた
め、創業活動の内容は大枠の枠組みが提示されてきた。その古典的な枠組みは、事業
機会認知の段階（opportunity stage）、生産技術確立および組織設立の段階
（technology setup and organization creation stage）、市場参入の段階（exchange 
stage）の 3区分（Bhave, 1994）である。そしてこの 3段階は、より包括的に起業機
会の発見（discovery）と起業機会の深耕（exploitation）という 2区分によって整理
されるようになった（Shane and Venkataraman, 2000）。 
ここで、新興起業家が有する人的資本は、起業の意思決定や起業機会の発見に対し
ては正の効果があるが、事業継続や黒字化といった起業機会の発見以降の段階に対し
てはあまり効果がないという研究が存在している（Davidsson and Honig, 2003; Kim 





























ある（Davidsson and Honig, 2003; Diochon et al., 2008）。ここで本研究では、「起業
機会の深耕」の結果として大江ほか（2015）の「実態に即したビジネスプラン」を位
































































                                            









考えた理由である。なお同様の調査設計で PSEDⅠと PSEDⅡの 2つの調査が実施さ
れているが、調査実施時期は PSEDⅠが 1998年開始、PSEDⅡが 2005年開始であり

















                                            




表 0-2 PSEDⅡにおける新興起業家抽出のための質問項目 





























                                            





ln⁡[𝑃𝑡/(1 − 𝑃𝑡−1)] = 𝑎𝑡 + 𝛽1𝑋1(𝑡) + 𝛽2𝑋2(𝑡) + ⋯+ 𝛽𝑘𝑋𝑘(𝑡) 
 
𝑃𝑡：時間 tにおけるハザード確率（それまでにイベントが発生していないという条件   

























図 0-4 各実証分析の位置づけ  
 













































第 1 章 新興起業家の成功要因および創業過程 































                       出典：Yusuf（2012） 











（Kim et al., 2006）、自己資本が不足していることが起業の上での制約条件になって
いないことが明らかとなってきた。この理由として、初期の創業段階においては少額



































定に対して正の相関関係があるとされる（Davidsson and Honig, 2003; Kim et al., 








 一方で、組織業績に対する人的資本の影響は不明確である（Davidsson and 




く持つため事業撤退の可能性を高める（Gimeno et al., 1997）という可能性が考えら
れる。 










ントや行動に影響すること（Dimov, 2010; De Clercq et al., 2009）、新興起業家の自
信が起業に対する姿勢や活動、そして将来予測に対して影響すること（Cassar and 
Friedman, 2009; Townsend et al., 2010）、新興起業家のモチベーションが組織業績に
影響すること（Tang and Tang, 2007）等が実証的に示されてきた。 
さらに、起業家の教育訓練や経験はビジネスプランの適切な形式化や環境変化への対
応のための能力に大きな影響を与えるため（Castrogiovanni, 1996; Haber and Reichel, 
2005; West and Noel, 2009）、人的資本はより質の高いビジネスプランの作成を通じて
組織業績に影響を与えることも想定され得る。また、起業家のモチベーションが、ビジ
ネスプランの継続的現実性を保証するための努力に影響することも指摘されてきた













 社会関係資本の定義は、例えば Adler and Kwon（2002）が類型しているように数多













Honig, 2003；Delmar and Davidsson, 2000）。また、橋渡し型社会関係資本として事
業者団体のビジネス・メンバーであることは、創業活動の進展および利益に対して正の
影響をもつことが実証的に示された（Davidsson and Honig, 2003）。 
 他方、Liao and Welsch（2003）や Liao and Welsch（2005）は、社会関係資本を構
造的資本（structure capital）、関係的資本（relational capital）、認知的資本（cognitive 















第 2 節 創業過程と起業機会の発見・深耕 
 新興起業家研究では、起業の創業過程・活動自体についての研究も蓄積されてきた。




















Venkataraman, 2000; 遠山ほか, 2011）。 


















（market behavior：MB）、資源統合（resource combination：RC）の 4種類に類型し
ている。これらの創業活動の実行は、一連の過程というわけではなく、同時並行で進め
る場合があること、そして新興起業によって順序が異なり、複雑な経路であることが実






めの組織的かつ体系立てられた手順を説明したものである(Grinyer and Norbum, 
1975)。Liao and Gartner (2006)は、ビジネスプランを完成させた新興起業はそうでな













































第 2 章 PSED（Panel Study of Entrepreneurial Dynamics） 
第 1 節 PSED の概要 































  出典：Reynolds and Curtin（2007） 
図 2-1 個人のキャリアと企業のライフサイクルの概念図 
 
表 2-1 上図の各段階に対応するデータ 
出典：Reynolds and Curtin（2007） 
 
 このように米国において非常に重要な位置づけとなっている PSED は、1993年に














表 2-2 PSEDの理事会メンバー 
区分 メンバー 所属 
筆頭 
メンバー 
Paul Reynolds Florida International University 




Howard Aldrich University of North Carolina 
Diane Burton Massachusetts Institute of Technology 
Nancy Carter Catalyst, Inc. 
Per Davidsson Queensland University of Technology, 
Australia 
William Gartner Clemson University 
John Haltiwanger University of Maryland 
Benson Honig Waterloo University, Canada 
Michael D. Meeks University of North Carolina 
Simon Parker University of Wisconsin 
James Johnson University of Cincinnati 
Philip Kim San Francisco State University 
Charles H. Matthews University of Durham, UK 
Martin Ruef Princeton University 
Claudia Bird Schoonhoven University of California, Irvine 
Scott Shane Case Western Reserve University 
Kelly Shaver College of Charleston 























る（e.g. Delmar and Daviddsson, 2000）。PSEDの研究プロジェクトは、50カ国以
上の新興起業家に関するアンケート調査に携わっている。 
 
第 2 節 PSED を用いた実証研究の概要 




ただし、PSEDの理事会が把握している論文のみを対象としている。     












                     出典：Frid（2016）より作成 
 




 （3）どのような特徴が成功の要因となっているのか  
 
（1）どのような層が、どのような理由で起業家になるのか 
 Schjoedt and Shaver（2007）によると、新興起業家が起業を志向とする理由には、
プル型（将来の目標のため起業）とプッシュ型（現状の不満から起業）との 2種類があ
る。また新興起業家の特性として、新興起業家は高い人的資本、教育水準や過去の創業
経験を有している場合が多いという（Davidsson and Honig, 2003; Delmar and 
Davidsson, 2000; Kim et al., 2006）。 
 また社会関係資本について、スウェーデンの研究では、ロールモデルの存在や激励の
影響がある（Davidsson and Honig, 2003; Delmar and Davidsson, 2000）。ただし米国
の研究では、自営業経験のある親がいることは、起業傾向に影響はないという（Kim et 
al., 2006; Reynolds, 2007）。一方、財務的資本について、世帯収入は起業傾向に影響は
なく（Kim et al., 2006; Reynolds, 1997）、起業にあたっての制約条件になっていない
と考えられる。  
 なお、これらの新興起業家の特性研究は PSED を用いなくとも研究可能なため、ト
ップジャーナルに掲載されている論文件数が、創業過程や成功要因に関する研究に比べ






















との間の関係性は未だ不明確であることを指摘している（Davidsson and Honig, 












（Davidsson and Honig, 2003）。 





















第 3 節 PSEDⅡの基礎分析 
 PSEDとそれを用いた実証研究の概要は上述のとおりである。本節では、本研究で用
いる PSEDⅡのデータを概観し、米国における新興起業家の状況を理解するとともに、






















451 162 593 
















1期 2期 3期 4期 5期 6期 
起業機会を活用するため 
972 484 331 221 290 255 
82.2% 82.7% 84.0% 81.0% 79.2% 81.2% 
他の選択肢がなかったため 
155 66 48 36 60 40 
13.1% 11.3% 12.2% 13.2% 16.4% 12.7% 
上記の両方である 
51 31 15 16 15 18 
4.3% 5.3% 3.8% 5.9% 4.1% 5.7% 
仕事を有していたが、より良い
雇用を探していたため 
4 4 0 0 1 1 
















1期 2期 3期 4期 5期 6期 
可能な限り事業規模を拡大す
ることを望む 
240  96 66 39 39 32 




966 517 340 242 183 143 













1期 2期 3期 4期 5期 6期 
自身のみ（一人） 598 355 253 179 147 124 
51.4% 36.9% 31.1% 24.8% 21.6% 19.0% 
自身と配偶者 255 161 101 75 64 50 
21.9% 16.7% 12.4% 10.4% 9.4% 7.7% 
自身と配偶者以外 311 446 459 467 469 477 










いるか？ 事業化した最初の 2、3 年において、顧客の何パーセントが 20 マイル以上、100 マイル圏内に






















1期 2期 3期 4期 5期 6期 
強く賛成 
277 22 23 27 79 63 
22.8% 17.2% 16.3% 20.5% 21.0% 19.7% 
賛成 
342 35 45 35 111 97 
28.2% 27.3% 31.9% 26.5% 29.5% 30.3% 
どちらでもない  
93 15 11 13 26 25 
7.7% 11.7% 7.8% 9.8% 6.9% 7.8% 
反対 
138 16 12 14 49 34 
11.4% 12.5% 8.5% 10.6% 13.0% 10.6% 
強く反対 
20 3 2 1 6 4 
1.6% 2.3% 1.4% 0.8% 1.6% 1.3% 
関係ない 
343 37 48 42 105 97 






















107 71 52 25 16 
39.5% 26.2% 19.2% 9.2% 5.9% 
金融機関は、事業開始を通常業務以上に支
援している 
444 263 169 119 94 
40.8% 24.2% 15.5% 10.9% 8.6% 
地域グループは、事業開始に対する有効な
支援を提供している 
643 538 393 234 181 













1期 2期 3期 4期 5期 6期 
はい 
319 314 306 256 256 239 
27.4% 32.6% 37.6% 35.5% 37.6% 36.7% 
いいえ 
845 648 507 465 424 412 















1期 2期 3期 4期 5期 6期 
はい 
－ 329 338 278 272 250 
－ 34.2% 41.6% 38.6% 40.0% 38.4% 
いいえ 
－ 633 475 443 408 401 














1期 2期 3期 4期 5期 6期 
はい 
335 367 368 356 345 338 
28.9% 47.1% 57.4% 67.4% 68.6% 72.5% 
いいえ、将来行うつもり 
578 247 138 90 85 60 
49.8% 31.7% 21.5% 17.0% 16.9% 12.9% 
いいえ、関係ない 
248 165 135 82 73 68 















1期 2期 3期 4期 5期 6期 
はい 
102 142 177 176 186 191 
8.9% 19.4% 30.6% 39.6% 44.6% 50.8% 
いいえ、将来行うつもり 
428 237 143 105 88 67 
37.3% 32.4% 24.7% 23.6% 21.1% 17.8% 
いいえ、関係ない 
616 352 259 163 143 118 














1期 2期 3期 4期 5期 6期 
はい 
228 297 326 315 317 322 
19.8% 39.7% 53.2% 63.1% 68.3% 73.3% 
いいえ、将来行うつもり 
519 232 151 85 66 44 
45.0% 31.0% 24.6% 17.0% 14.2% 10.0% 
いいえ、関係ない 
407 219 136 99 81 73 

















1期 2期 3期 4期 5期 6期 
はい 
782 749 671 612 589 565 
67.2% 77.9% 82.5% 84.9% 86.6% 86.8% 
いいえ、将来行うつもり 
268 70 31 19 13 10 
23.0% 7.3% 3.8% 2.6% 1.9% 1.5% 
いいえ、関係ない 
114 143 111 90 78 76 


















1期 2期 3期 4期 5期 6期 
はい 
606 605 560 515 496 479 
52.1% 62.9% 68.9% 71.4% 72.9% 73.6% 
いいえ、将来行うつもり 
189 63 23 15 13 12 
16.2% 6.5% 2.8% 2.1% 1.9% 1.8% 
いいえ、関係ない 
369 294 230 191 171 160 
31.7% 30.6% 28.3% 26.5% 25.1% 24.6% 
 
 
第 4 節 本章のまとめ 

































第 3 章 情報収集と活用に関する実証分析 
第 1 節 リサーチ・クエスチョンと仮説 
1-1 リサーチ・クエスチョン 






Liao and Gartner, 2006; Delmar and Shane, 2003）、そうでは無いとする一部の批判





















では、ビジネスプランが新興起業に有用であるとする多くの研究と（e.g. Liao and 
Gartner, 2006; Delmar and Shane, 2003）、そうでは無いとする一部の批判（e.g. 










きる（Lerner and Haber, 2001）。そして、起業機会に関するアイデアの取りまとめや




















Levinthal, 1990; 大江, 2012）。そのため、TMTが過去のビジネス経験と類似する職
務に従事していると、TMT内で共通する知識の蓄積と情報処理が容易になり、「起業
機会の深耕」がより効果的に行われる可能性がある。 
 一方で、TMTの多様性が高いと組織として多くの知識やスキルを有し（Simons et 
al., 1999）、新しいプロセスやイノベーションが生まれやすくなることが指摘されてい








重要な可能性が考えられるため、以下の対立する仮説 2aと仮説 2bを提示する。 
 
仮説 2a TMTの多様性が高い新興起業ほど、実態に即したビジネスプランを持つ 






（Dimov, 2007）。また Shane and Delmer（2004）は、ビジネスプランの策定が組織
業績へ与える効果を検証するにあたり、潜在顧客との対話といった、市場情報の収集
活動に着目している。 
























第 2 節 分析手法 
2-1 データと分析手法 


























































理、がある。これらの役割が多様である TMTは Simpson’s indexの値が 1に近づ


















 新興起業の業績は産業によって異なることが指摘されており（Bracker and 
Pearson, 1986; Rue, 1973; Wood and LaForge, 1979）、創業活動の進展にも影響があ
る可能性が考えられるため、新興起業が属する産業についての回答をもとに、「小売業
ダミー」と「金融・保険ダミー」を追加した。また、新興起業の創業過程について、























ー変数は 12ヶ月単位とし、例えば Duration1は創業 1-12ヶ月の時に 1、それ以外の






第 3 節 分析結果と考察 
 表 3-1は、分析において用いた変数の基本統計量と相関表である。各変数間の相関
係数をみると、「潜在顧客との対話の停止」と「競合に関する調査の停止」の 0.51が









 モデルⅡより,「創業経験有り創業者数」（β = 0.28, p < 0.01）と「同一業種経験有





















る既存知識の重要性（eg., Cohen and Levinthal, 1990）については、本研究では仮説
1の分析に用いた創業者の過去の創業経験と同一産業での職務経験によって補われて
いる可能性を忘れてはならない。 
 最後に、モデルⅡの「潜在顧客との対話の停止」（β = 0.32, p < 0.05）と「競合に関


























変数名 Mean S.D. Min Max 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13
1.小売業ダミー 0.16 0.37 0 1 1.00
2.金融・保険業ダミー 0.02 0.15 0 1 -0.07 1.00
3.ハイテクダミー 0.04 0.20 0 1 -0.02 -0.01 1.00
4.従業員数 0.14 1.56 0 56 0.03 0.04 0.02 1.00
5.創業者平均年齢 44.80 12.31 19 82 -0.04 -0.04 0.05 -0.02 1.00
6.1人又は夫婦経営ダミー 0.38 0.49 0 1 0.02 0.00 0.08 -0.02 0.02 1.00
7.リーマンショック後ダミー 0.37 0.48 0 1 0.00 -0.02 0.09 -0.05 0.04 -0.27 1.00
8.起業決断先行ダミー 0.12 0.33 0 1 0.07 0.09 -0.03 -0.02 -0.06 -0.04 -0.03 1.00
9.創業経験有り創業者数 0.56 0.70 0 5 -0.06 0.00 0.06 0.03 0.22 0.05 -0.12 0.00 1.00
10.同一業種経験有り創業者数 0.98 0.63 0 5 -0.05 0.04 0.08 0.05 0.00 0.05 -0.11 -0.02 0.33 1.00
11.TMTの多様性 0.08 0.19 0 1 -0.05 -0.01 0.06 0.03 0.03 0.08 -0.18 0.04 0.33 0.37 1.00
12.潜在顧客との対話の停止 0.30 0.46 0 1 0.02 0.02 -0.02 0.05 -0.01 0.27 -0.47 0.00 0.15 0.14 0.16 1.00
13.競合に関する調査の停止 0.24 0.43 0 1 -0.01 0.00 -0.01 0.05 0.01 0.17 -0.39 0.04 0.15 0.13 0.18 0.51 1.00
















小売業ダミー 0.06 [0.20] 0.10 [0.15]
金融・保険業ダミー 0.40 [0.46] 0.26 [0.32]
ハイテクダミー 1.09*** [0.35] 0.58** [0.26]
従業員数 0.21*** [0.07] 0.15*** [0.05]
創業者平均年齢 - 0.01 [0.01] - 0.00 [0.00]
1人又は夫婦経営ダミー 1.26*** [0.18] 0.95*** [0.12]
リーマンショック後ダミー - 1.01*** [0.24] - 1.01*** [0.17]







企業数   988   988
Log likelihood - 1126.62 - 1068.14
BIC 2542.03 2471.90
*
P < .10 
**
P < .05 
***


























































第 4 章 会計機能に関する実証分析 

































and Jarvis, 2002; Birley and Niktari, 1995; Jarvis et al., 1996）、小規模企業の経営
においても財務情報が活用しうることが示されてきた（Collis and Jarvis, 2002; 




















仮説 1a TMT内に会計専門家がいると、財務計画が策定される 







析に有効性がある（Marriott and Marriott, 2000; Kirby and King, 1997; Nadan, 
2010）。しかし一方で、小規模企業全体に着目すると、財務情報が十分に理解されて
おらず、あまり活用されていない傾向にある（Marriott and Marriott, 2000; Halabi 
et al., 2010）。 
新井ほか（2012）は、創業時点での予算の採用が新興起業の黒字化に貢献すること
を明らかにした。一般的に予算は、戦略計画もしくは長期経営計画の一環として策定










仮説 2a 財務計画の策定は、実態に即したビジネスプランをもたらす 
仮説 2b TMT内の会計専門家は、実態に即したビジネスプランをもたらす 
















企業では会計能力が不足しており（Mitchell and Reid, 2000）、外部の会計専門家を活
用することが多いという（Arnold et al., 1984）。伝統的に、小規模企業における会計
専門家の役割は、記録や納税申告書策定の支援であると考えられてきた（Gooderham 
et al., 2004; Carey et al., 2005）。しかし、小規模企業が会計専門家をビジネス上のア
ドバイスやサポートのために活用していることが示されている（Gooderham et al., 
2004; Berry et al., 2006; Kirby and King, 1997; Carey et al., 2005; Bennett, 2007）。
他方、Robson and Bennett（2000）は、小規模企業における会計専門家の活用と組織











仮説 3a 実態に即したビジネスプランは、最初の黒字化に貢献する 
仮説 3b 財務計画の策定は、最初の黒字化に貢献する 
仮説 3c TMT内の会計専門家は、最初の黒字化に貢献する 







































































 最後に本章の実証分析では、仮説 1b、仮説 2c、仮説 3dについて、「外部の会計専
門家」の存在に注目している。PSEDⅡでは、回答者の新興起業が外部の会計専門家
（accountant）を利用しているかを問うている。本分析ではこの問いに「はい」と答











 新興起業の業績は産業によって異なることが指摘されており（Bracker and 







































数は 24ヶ月単位とし、例えば Duration1は創業 1-24ヶ月の時に 1、それ以外の時に








第 3 節 分析結果と考察 
3-1 分析①の結果と考察 





























業では会計能力が不足しており（Mitchell and Reid 2000）、外部の会計専門家を活用






表 4-1 分析①で用いたデータの基本統計量と相関行列 
変数名 Mean S.D. Min Max 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23
1.建設業ダミー 0.13 0.33 0 1 1.00
2.小売業ダミー 0.19 0.39 0 1 -0.19 1.00
3.金融・保険業ダミー 0.02 0.14 0 1 -0.06 -0.07 1.00
4.技術専門業ダミー 0.11 0.32 0 1 -0.14 -0.18 -0.05 1.00
5.ハイテクダミー 0.11 0.31 0 1 -0.04 -0.03 -0.02 0.12 1.00
6.古い技術利用ダミー（5年以上前） 0.50 0.50 0 1 -0.02 0.00 -0.02 -0.06 0.06 1.00
7.パートタイマーの数 0.06 0.55 0 16 0.02 0.01 -0.01 -0.02 0.02 0.00 1.00
8.正社員の数 0.07 1.04 0 48 0.01 -0.02 0.03 0.01 0.08 -0.01 0.56 1.00
9.1人又は夫婦経営ダミー 0.51 0.50 0 1 -0.07 0.01 -0.03 0.05 0.11 0.33 0.01 -0.03 1.00
10.フルタイムオーナー数 0.65 0.74 0 4 0.02 -0.06 -0.05 0.07 -0.03 -0.02 -0.01 -0.02 -0.20 1.00
11.オーナー平均年齢 44.65 12.48 18 83 -0.06 -0.01 -0.01 0.03 0.00 0.02 -0.01 -0.04 0.15 -0.16 1.00
12.創業経験有り創業者数 0.54 0.66 0 4 0.01 -0.02 0.01 0.02 0.04 0.05 0.03 0.00 0.03 0.01 0.18 1.00
13.同一業種経験有り創業者数 0.99 0.68 0 10 0.05 -0.06 0.01 0.04 0.05 0.06 0.01 0.03 0.01 0.17 -0.01 0.24 1.00
14.アドバイス・情報提供オーナー数 0.55 0.77 0 9 0.04 -0.05 0.00 -0.02 0.06 0.05 0.02 0.05 -0.24 0.39 -0.07 0.28 0.38 1.00
15.マーケティング・プロモーション重要度 1.93 1.72 0 4 -0.05 0.02 0.02 0.02 0.23 0.58 0.03 0.02 0.33 -0.02 -0.03 0.11 0.08 0.08 1.00
16.早期サービス提供重要度 1.38 1.59 0 4 -0.03 0.04 -0.02 0.00 0.24 0.40 0.00 -0.01 0.24 -0.03 -0.04 0.08 0.07 0.07 0.68 1.00
17.TMTの多様性 0.09 0.21 0 0.89 0.02 -0.03 -0.02 0.02 0.07 0.13 0.00 0.01 0.01 0.25 -0.04 0.32 0.40 0.56 0.17 0.14 1.00
18.起業決断先行ダミー 0.11 0.31 0 1 -0.05 0.06 0.06 -0.04 0.00 -0.02 0.00 -0.01 -0.06 0.04 -0.05 -0.05 -0.05 0.02 0.01 -0.01 0.00 1.00
19.リーマンショック後ダミー 0.35 0.48 0 1 0.00 0.00 -0.01 -0.01 -0.04 -0.31 -0.06 -0.04 -0.30 -0.01 0.10 -0.09 -0.07 -0.12 -0.37 -0.28 -0.18 -0.01 1.00
20.コントローラー担当ダミー 0.51 0.22 0 1 0.00 -0.07 -0.01 -0.01 0.02 0.04 0.00 0.00 0.02 0.14 0.02 0.12 0.14 0.31 0.06 0.05 0.49 0.05 -0.06 1.00
21.トレジャラー担当ダミー 0.17 0.13 0 1 -0.02 -0.05 0.01 -0.01 0.02 -0.01 -0.01 0.01 0.01 0.06 0.04 0.10 0.13 0.16 0.02 0.04 0.27 -0.01 -0.01 0.54 1.00
22.総務・記帳担当ダミー 0.36 0.19 0 1 0.00 -0.08 -0.03 -0.02 0.02 0.03 0.00 -0.01 0.05 0.12 0.00 0.14 0.14 0.25 0.05 0.04 0.35 0.05 -0.03 0.79 0.44 1.00
23.外部の会計専門家の活用ダミー 0.77 0.26 0 1 0.01 -0.03 0.01 0.03 0.06 0.10 0.07 0.10 0.12 0.00 0.02 0.09 0.08 0.08 0.10 0.07 0.11 -0.02 -0.13 0.04 0.03 0.03 1.00













建設業ダミー - 0.46 [0.26] - 0.44 [0.26]
小売業ダミー - 0.58** [0.23] - 0.53** [0.23]
金融・保険業ダミー 0.28 [0.49] - 0.04 [0.50]
技術専門業ダミー 0.26 [0.22] 0.28 [0.22]
ハイテクダミー - 0.09 [0.27] - 0.11 [0.27]
古い技術利用ダミー（5年以上前） - 0.18 [0.19] - 0.19 [0.19]
パートタイマーの数 0.22** [0.10] 0.22** [0.10]
正社員の数 - 0.02 [0.06] - 0.03 [0.06]
1人又は夫婦経営ダミー 0.25 [0.18] 0.20 [0.18]
フルタイムオーナー数 - 0.38*** [0.12] - 0.39*** [0.13]
オーナー平均年齢 - 0.05*** [0.00] - 0.05*** [0.01]
創業経験有り創業者数 0.34*** [0.13] 0.35*** [0.13]
同一業種経験有り創業者数 - 0.04** [0.14] - 0.04 [0.14]
アドバイス・情報提供オーナー数 - 0.34** [0.15] - 0.37** [0.15]
マーケティングプロモーション重要度 0.00 [0.07] 0.01 [0.07]
早期サービス提供重要度 - 0.15** [0.07] - 0.17** [0.07]
TMTの多様性 1.08** [0.47] 0.61 [0.53]
起業決断先行ダミー - 0.30 [0.28] - 0.29 [0.28]
リーマンショック後ダミー - 0.62*** [0.23] - 0.60** [0.23]
コントローラー担当ダミー 0.87 [0.56]
トレジャラー担当ダミー 0.80 [0.56]




Log likelihood - 655.97 - 650.30
BIC 1569.52 1590.37
*
P < .10 
**
P < .05 
***













性の問題は無いと判断した（Belsley et al., 1980）。 























表 4-3 分析②で用いたデータの基本統計量と相関行列 
変数名 Mean S.D. Min Max 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24
1.建設業ダミー 0.12 0.32 0 1 1.00
2.小売業ダミー 0.17 0.37 0 1 -0.17 1.00
3.金融・保険業ダミー 0.03 1.16 0 1 -0.06 -0.07 1.00
4.技術専門業ダミー 0.12 0.32 0 1 -0.13 -0.16 -0.06 1.00
5.ハイテクダミー 0.10 0.30 0 1 -0.05 -0.02 0.00 0.13 1.00
6.古い技術利用ダミー（5年以上前） 0.53 0.50 0 1 -0.02 0.01 0.01 -0.05 0.04 1.00
7.パートタイマーの数 0.13 2.01 0 48 -0.01 0.03 -0.01 0.00 0.00 0.02 1.00
8.正社員の数 0.15 1.85 0 80 0.01 -0.02 0.03 0.03 0.08 0.03 0.21 1.00
9.1人又は夫婦経営ダミー 0.50 0.50 0 1 -0.06 0.05 -0.01 0.05 0.11 0.33 -0.02 -0.04 1.00
10.フルタイムオーナー数 0.66 0.78 0 4 0.01 -0.05 -0.04 0.03 -0.02 -0.03 0.00 -0.02 -0.22 1.00
11.オーナー平均年齢 44.36 12.27 18 82 -0.06 -0.03 -0.04 0.06 0.00 0.01 -0.02 -0.02 0.14 -0.16 1.00
12.創業経験有り創業者数 0.62 0.75 0 5 0.01 -0.05 0.00 0.03 0.05 0.09 0.01 0.04 -0.04 0.06 0.21 1.00
13.同一業種経験有り創業者数 1.04 0.69 0 5 0.04 -0.07 0.04 0.06 0.08 0.08 0.02 0.07 -0.08 0.20 -0.02 0.33 1.00
14.アドバイス・情報提供オーナー数 0.64 0.85 0 5 0.00 -0.05 0.00 -0.02 0.10 0.08 0.03 0.09 -0.28 0.40 -0.04 0.35 0.45 1.00
15.マーケティング・プロモーション重要度 2.09 1.70 0 4 -0.05 0.04 0.04 0.02 0.21 0.56 0.03 0.04 0.33 -0.01 -0.04 0.14 0.14 0.14 1.00
16.早期サービス提供重要度 1.47 1.61 0 4 -0.03 0.05 0.00 0.01 0.21 0.36 0.02 0.04 0.22 -0.02 -0.05 0.10 0.12 0.11 0.66 1.00
17.TMTの多様性 0.11 0.22 0 1 0.00 -0.04 -0.01 0.01 0.09 0.15 0.01 0.07 -0.04 0.26 0.00 0.35 0.39 0.58 0.20 0.14 1.00
18.起業決断先行ダミー 0.12 0.33 0 1 -0.05 0.06 0.08 -0.03 0.01 -0.03 0.00 0.03 -0.02 -0.01 -0.04 0.00 -0.03 0.02 0.02 0.00 0.04 1.00
19.リーマンショック後ダミー 0.25 0.43 0 1 0.03 -0.02 -0.02 -0.02 -0.08 -0.36 -0.03 -0.04 -0.33 -0.01 0.05 -0.14 -0.13 -0.14 -0.45 -0.34 -0.20 -0.03 1.00
20.コントローラー担当ダミー 0.07 0.26 0 1 -0.01 -0.06 -0.01 -0.01 0.03 0.05 0.02 0.08 -0.01 0.15 0.05 0.15 0.16 0.34 0.09 0.05 0.52 -0.01 -0.08 1.00
21.トレジャラー担当ダミー 0.03 0.18 0 1 -0.01 -0.04 0.02 -0.02 0.01 0.03 0.03 0.13 -0.01 0.09 0.06 0.15 0.13 0.22 0.06 0.06 0.32 0.00 -0.06 0.64 1.00
22.総務・記帳担当ダミー 0.05 0.22 0 1 0.01 -0.07 -0.02 -0.01 0.03 0.04 0.01 0.03 0.01 0.13 0.01 0.16 0.19 0.28 0.08 0.04 0.37 -0.02 -0.05 0.80 0.55 1.00
23.外部の会計専門家の活用ダミー 0.11 0.31 0 1 0.00 -0.04 0.03 0.03 0.06 0.12 0.06 0.12 0.10 0.01 0.03 0.13 0.11 0.16 0.14 0.10 0.14 0.00 -0.15 0.07 0.08 0.07 1.00
24.財務計画の策定 0.13 0.33 0 1 -0.03 -0.04 0.04 0.03 0.10 0.15 0.03 0.08 0.12 0.01 0.00 0.15 0.14 0.21 0.19 0.12 0.14 0.03 -0.20 0.08 0.09 0.06 0.24 1.00
データ件数：3663　企業件数：1195  Duration ダミー変数は省略 
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建設業ダミー - 0.74*** [0.17] - 0.72*** [0.18]
小売業ダミー - 0.27** [0.13] - 0.15 [0.14]
金融・保険業ダミー 0.00 [0.28] - 0.07 [0.30]
技術専門業ダミー 0.00 [0.15] - 0.01 [0.16]
ハイテクダミー - 0.96*** [0.20] - 0.95*** [0.21]
古い技術利用ダミー（5年以上前） - 0.31*** [0.11] - 0.35*** [0.12]
パートタイマーの数 0.04 [0.03] 0.03 [0.03]
正社員の数 0.02 [0.02] 0.02 [0.02]
1人又は夫婦経営ダミー 0.09 [0.11] 0.08 [0.12]
フルタイムオーナー数 - 0.07 [0.07] - 0.05 [0.07]
オーナー平均年齢 - 0.03*** [0.00] - 0.03*** [0.00]
創業経験有り創業者数 0.36*** [0.07] 0.30*** [0.08]
同一業種経験有り創業者数 0.06 [0.08] 0.02 [0.08]
アドバイス・情報提供オーナー数 - 0.60*** [0.08] - 0.71*** [0.11]
マーケティングプロモーション重要度 - 0.01 [0.04] - 0.04 [0.04]
早期サービス提供重要度 0.00 [0.04] 0.02 [0.04]
TMTの多様性 1.19*** [0.26] 1.19*** [0.31]
起業決断先行ダミー - 0.06 [0.14] - 0.21 [0.15]
リーマンショック後ダミー - 1.18*** [0.15] - 1.20*** [0.17]
コントローラー担当ダミー - 0.09 [0.37]
トレジャラー担当ダミー 0.25 [0.33]
総務・記帳担当ダミー 0.38 [0.37]




Log likelihood - 1508.52 - 1455.96
BIC 3279.63 3215.54
*
P < .10 
**
P < .05 
***









































表 4-5 分析③で用いたデータの基本統計量と相関行列 
 
変数名 Mean S.D. Min Max 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25
1.建設業ダミー 0.11 0.32 0 1 1.00
2.小売業ダミー 0.17 0.37 0 1 -0.16 1.00
3.金融・保険業ダミー 0.02 0.14 0 1 -0.05 -0.07 1.00
4.技術専門業ダミー 0.11 0.32 0 1 -0.13 -0.16 -0.05 1.00
5.ハイテクダミー 0.91 0.29 0 1 -0.05 -0.02 -0.02 0.09 1.00
6.古い技術利用ダミー（5年以上前） 0.44 0.50 0 1 -0.01 0.00 0.00 -0.05 0.06 1.00
7.パートタイマーの数 0.70 0.83 0 30 -0.01 -0.01 0.00 0.01 0.04 0.02 1.00
8.正社員の数 0.13 2.03 0 80 0.00 -0.03 0.02 0.06 0.08 0.01 0.50 1.00
9.1人又は夫婦経営ダミー 0.45 0.50 0 1 -0.02 0.02 -0.02 0.02 0.12 0.33 -0.01 -0.04 1.00
10.フルタイムオーナー数 0.69 0.81 0 4 0.04 -0.06 -0.04 0.05 0.00 0.00 -0.03 -0.01 -0.20 1.00
11.オーナー平均年齢 45.17 12.42 18 83 -0.05 -0.05 -0.02 0.04 -0.01 -0.02 0.01 -0.02 0.12 -0.17 1.00
12.創業経験有り創業者数 0.61 0.72 0 4 0.00 -0.06 0.02 0.05 0.04 0.06 0.04 0.06 0.02 0.01 0.23 1.00
13.同一業種経験有り創業者数 1.00 0.75 0 10 0.06 -0.09 0.03 0.04 0.05 0.08 0.05 0.07 -0.01 0.18 -0.01 0.28 1.00
14.アドバイス・情報提供オーナー数 0.62 0.82 0 9 0.00 -0.06 0.01 0.00 0.10 0.07 0.06 0.08 -0.26 0.39 -0.03 0.32 0.41 1.00
15.マーケティング・プロモーション重要度 1.84 1.75 0 4 -0.04 0.02 0.03 0.00 0.24 0.61 0.03 0.02 0.33 0.00 -0.06 0.13 0.14 0.12 1.00
16.早期サービス提供重要度 1.33 1.60 0 4 -0.02 0.04 0.00 0.01 0.27 0.43 0.03 0.02 0.24 -0.02 -0.06 0.09 0.11 0.09 0.71 1.00
17.TMTの多様性 0.11 0.22 0 1 0.01 -0.06 -0.03 0.03 0.08 0.13 0.02 0.07 -0.03 0.24 0.00 0.35 0.38 0.53 0.18 0.14 1.00
18.起業決断先行ダミー 0.14 0.34 0 1 -0.07 0.05 0.08 -0.03 0.01 -0.02 0.01 0.02 -0.05 0.00 -0.04 0.01 -0.05 0.02 0.00 -0.01 0.04 1.00
19.リーマンショック後ダミー 0.33 0.47 0 1 0.00 -0.02 -0.01 0.02 -0.08 -0.40 -0.05 -0.03 -0.32 -0.02 0.10 -0.12 -0.09 -0.12 -0.44 -0.34 -0.16 0.01 1.00
20..コントローラー担当ダミー 0.63 0.24 0 1 -0.02 -0.08 -0.04 0.02 0.04 0.02 0.03 0.07 -0.04 0.12 0.04 0.13 0.13 0.32 0.06 0.02 0.48 0.00 -0.05 1.00
21.トレジャラー担当ダミー 0.25 0.15 0 1 0.02 -0.05 -0.02 0.01 0.02 0.00 0.07 0.12 -0.03 0.04 0.03 0.13 0.10 0.19 0.04 0.05 0.31 0.00 -0.03 0.54 1.00
22.総務・記帳担当ダミー 0.41 0.20 0 1 0.00 -0.07 -0.03 0.00 0.03 0.01 -0.01 0.00 -0.01 0.08 0.00 0.14 0.15 0.25 0.05 0.01 0.30 -0.01 -0.04 0.75 0.35 1.00
23.外部の会計専門家の活用ダミー 0.08 0.27 0 1 0.02 -0.03 0.00 0.01 0.04 0.11 0.12 0.10 0.10 0.02 0.02 0.15 0.12 0.13 0.12 0.09 0.12 0.00 -0.16 0.06 0.06 0.06 1.00
24.財務計画の策定 0.10 0.30 0 1 -0.01 -0.02 0.01 0.01 0.10 0.16 0.08 0.06 0.12 0.02 0.00 0.15 0.10 0.18 0.18 0.12 0.12 0.01 -0.19 0.06 0.08 0.05 0.18 1.00
25.実態に即したビジネスプラン 0.23 0.42 0 1 -0.04 -0.04 -0.03 0.10 -0.02 -0.02 0.01 0.01 0.16 -0.03 0.13 0.12 0.10 -0.07 0.01 0.01 0.10 0.01 0.12 0.04 0.08 0.02 0.01 -0.04 1.00
データ件数：3055　企業件数：858  Duration ダミー変数は省略 
72 
 
表 4-6 分析③の結果 
 
 





建設業ダミー - 0.73** [0.30] - 0.74** [0.34]
小売業ダミー - 0.70*** [0.25] - 0.67** [0.28]
金融・保険業ダミー 0.58 [0.46] 0.91 [0.52]
技術専門業ダミー - 0.09 [0.25] - 0.24 [0.29]
ハイテクダミー - 0.07 [0.28] 0.23 [0.30]
古い技術利用ダミー（5年以上前） 0.10 [0.20] 0.21 [0.22]
パートタイマーの数 0.11 [0.06] 0.11 [0.07]
正社員の数 0.00 [0.03] - 0.02 [0.03]
1人又は夫婦経営ダミー 0.38** [0.18] 0.16 [0.20]
フルタイムオーナー数 - 0.10 [0.11] - 0.12 [0.13]
オーナー平均年齢 - 0.06*** [0.01] - 0.07*** [0.01]
創業経験有り創業者数 0.50*** [0.13] 0.36** [0.14]
同一業種経験有り創業者数 0.33 [0.12] 0.02 [0.13]
アドバイス・情報提供オーナー数 - 0.62*** [0.17] - 0.73*** [0.19]
マーケティングプロモーション重要度 - 0.15** [0.07] - 0.14 [0.08]
早期サービス提供重要度 0.07 [0.07] 0.08 [0.08]
TMTの多様性 0.79 [0.45] 0.02 [0.55]
起業決断先行ダミー - 0.22 [0.24] - 0.35 [0.28]
リーマンショック後ダミー - 0.17 [0.27] - 0.34 [0.28]
コントローラー担当ダミー 0.80 [0.65]
トレジャラー担当ダミー 0.83 [0.58]






Log likelihood - 682.44 - 638.31
BIC 1621.67 1581.55
*
P < .10 
**
P < .05 
***

































































第 5 章 新興起業家の志向と社会関係資本に関する実証分析 
第 1 節 リサーチ・クエスチョンと仮説 
1-1 リサーチ・クエスチョン 





















































績に対しても効果を持つ（Davidsson and Honig, 2003; Bosma et al., 2004）。Davidsson 
and Honig（2003）は、事業者団体への加入が創業活動の進展のみではなく利益に対し
ても効果を持つことを実証した。また Bosma et al.（2004）は、情報収集の手段として
                                            






対応して、それぞれ仮説 3、仮説 4を提示したい。 
 











仮説 5 事業規模拡大を希望する新興起業ほど、事業者団体に加入している 
 




















第 2 節 分析手法 
2-1 データと分析手法 


















合を 1、それ以外を 0とするダミー変数を生成した。 































































 新興起業の業績は産業によって異なることが指摘されており（Bracker and 
Pearson, 1986; Rue, 1973; Wood and LaForge, 1979）、創業活動の進展にも影響があ
る可能性が考えられるため、新興起業が属する産業についての回答をもとに、「小売業
ダミー」と「金融・保険ダミー」を追加した。また新興起業の創業過程について、ハ


















ー変数は 12ヶ月単位とし、例えば Duration1は創業 1-12ヶ月の時に 1、それ以外の






第 3 節 分析結果と考察  


































変数名 Mean S.D. Min Max 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26
1.建設業ダミー 0.12 0.33 0 1 1.00
2.小売業ダミー 0.17 0.37 0 1 -0.17 1.00
3.金融・保険業ダミー 0.02 0.15 0 1 -0.06 -0.07 1.00
4.技術専門業ダミー 0.11 0.32 0 1 -0.14 -0.15 -0.06 1.00
5.ハイテクダミー 0.09 0.29 0 1 -0.05 -0.01 0.00 0.12 1.00
6.古い技術利用ダミー（5年以上前） 0.50 0.50 0 1 -0.03 -0.02 0.01 0.00 0.12 1.00
7.パートタイマーの数 0.13 2.16 0 30 0.00 0.05 -0.01 0.00 -0.01 0.02 1.00
8.正社員の数 0.13 1.89 0 80 0.05 -0.01 0.06 -0.01 0.05 0.06 0.08 1.00
9.1人又は夫婦経営ダミー 0.47 0.50 0 1 -0.07 0.01 0.01 0.08 0.08 0.34 -0.01 -0.03 1.00
10.フルタイムーナー数 0.67 0.78 0 4 0.01 -0.06 -0.05 0.02 -0.05 -0.04 0.02 0.02 -0.20 1.00
11.オーナー平均年齢 44.37 12.27 18 82 -0.05 -0.05 -0.03 0.06 0.04 0.04 -0.02 0.00 0.21 -0.16 1.00
12.創業経験有り創業者数 0.60 0.73 0 5 0.02 -0.06 0.01 0.04 0.06 0.11 0.00 0.05 0.05 0.03 0.23 1.00
13.同一業種経験有り創業者数 1.02 0.68 0 5 0.05 -0.05 0.04 0.07 0.09 0.10 0.01 0.08 0.04 0.11 0.00 0.33 1.00
14.アドバイス・情報提供オーナー数 0.60 0.80 0 5 0.03 -0.08 0.00 -0.06 0.01 -0.01 0.03 0.05 -0.25 0.38 -0.04 0.23 0.28 1.00
15.マーケティングプロモーション重要度 2.00 1.72 0 4 -0.04 0.02 0.04 0.03 0.15 0.65 0.03 0.07 0.30 -0.02 -0.02 0.14 0.15 0.04 1.00
16.早期サービス提供重要度 1.41 1.60 0 4 -0.03 0.04 0.01 0.02 0.14 0.46 0.03 0.04 0.21 -0.03 -0.03 0.10 0.13 0.02 0.72 1.00
17.TMTの多様性 0.10 0.22 0 1 -0.01 -0.05 0.00 0.03 0.07 0.15 0.00 0.06 0.08 0.19 0.03 0.32 0.37 0.39 0.20 0.14 1.00
18.リーマンショック後ダミー 0.28 0.45 0 1 0.03 0.00 -0.02 -0.02 0.08 -0.32 -0.03 -0.04 -0.27 -0.01 0.04 -0.12 -0.12 -0.04 -0.38 -0.30 -0.18 1.00
19.財務計画の策定 0.32 0.47 0 1 -0.03 -0.12 0.05 0.05 0.06 0.08 0.05 0.08 0.04 -0.01 0.03 0.21 0.14 0.13 0.10 0.04 0.13 -0.06 1.00
20.外部の会計専門家の活用ダミー 0.09 0.28 0 1 -0.01 -0.02 0.04 0.05 0.04 0.07 0.02 0.02 0.16 0.00 0.03 0.08 0.08 0.02 0.10 0.08 0.11 -0.11 0.07 1.00
21.他のキャリア選択肢ダミー 0.80 0.40 0 1 -0.07 0.01 0.01 0.05 0.00 0.02 0.02 0.01 -0.02 0.15 -0.03 0.08 0.05 0.10 0.05 0.04 0.07 -0.01 0.12 0.02 1.00
22.事業規模拡大希望ダミー 0.10 0.30 0 1 -0.05 -0.01 -0.01 0.05 0.00 0.04 0.00 0.00 0.07 0.02 -0.04 0.08 0.04 0.01 0.08 0.08 0.13 -0.13 0.05 0.07 0.06 1.00
23.起業でリスクをとることへの奨励 -2.40 1.07 -5 -1 -0.01 0.02 0.03 0.04 0.03 0.04 0.00 0.01 0.07 -0.06 0.11 0.03 0.07 0.00 0.06 0.08 0.04 -0.01 -0.02 0.03 0.06 0.02 1.00
24.起業した知人や親族の多さ -3.06 0.93 -5 -1 0.01 -0.06 0.04 0.02 0.03 -0.02 0.04 -0.01 -0.04 0.03 -0.01 0.09 0.11 0.07 -0.01 0.03 -0.02 0.04 0.04 0.01 0.09 0.03 0.15 1.00
25.事業者団体への加入 0.05 0.21 0 1 -0.04 -0.02 0.03 0.05 0.07 0.08 0.00 0.02 0.10 -0.02 0.07 0.13 0.09 0.03 0.09 0.06 0.09 -0.12 0.09 0.08 0.04 0.05 0.02 0.02 1.00
26.政府・金融機関・地域による支援 -2.86 0.82 -5 -1 -0.11 0.02 0.03 0.04 -0.01 0.00 0.02 -0.03 0.01 -0.05 0.11 -0.05 -0.01 0.06 0.01 0.04 0.02 0.01 -0.04 0.02 0.03 -0.02 0.36 0.15 0.01 1.00
データ件数：2025　企業件数：644  Duration ダミー変数は省略
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建設業ダミー - 0.61*** [0.18] - 0.60*** [0.23]
小売業ダミー 0.00 [0.14] 0.14 [0.19]
金融・保険業ダミー 0.07 [0.29] 0.01 [0.39]
技術専門業ダミー 0.07 [0.16] - 0.02 [0.21]
ハイテクダミー - 0.90*** [0.21] 0.49 [0.31]
古い技術利用ダミー（5年以上前） - 0.16 [0.12] - 0.19 [0.16]
パートタイマーの数 0.03 [0.03] 0.06 [0.06]
正社員の数 0.02 [0.02] 0.13** [0.06]
1人又は夫婦経営ダミー 0.38*** [0.12] 1.20*** [0.18]
フルタイムオーナー数 0.06 [0.07] 0.07 [0.09]
オーナー平均年齢 - 0.02*** [0.00] - 0.02*** [0.01]
創業経験有り創業者数 0.23*** [0.08] 0.25** [0.10]
同一業種経験有り創業者数 0.12 [0.08] 0.09 [0.11]
アドバイス・情報提供オーナー数 - 0.53*** [0.10] 0.30** [0.15]
マーケティングプロモーション重要度 0.02 [0.04] 0.07 [0.06]
早期サービス提供重要度 0.01 [0.04] 0.04 [0.05]
TMTの多様性 0.94*** [0.28] 0.21 [0.35]
リーマンショック後ダミー - 1.11*** [0.16] - 0.93*** [0.23]
財務計画の策定 1.16*** [0.10] 1.17*** [0.18]
外部の会計専門家の活用ダミー 0.08 [0.17] 0.15 [0.22]
他のキャリア選択肢ダミー - 0.38*** [0.12] - 0.44*** [0.16]
事業規模拡大希望ダミー 0.14 [0.16] 1.04*** [0.23]
起業でリスクをとることへの奨励 0.19*** [0.05] 0.11 [0.07]




企業数   931   931
Log likelihood - 1304.17 - 1000.71
BIC 2907.45 2303.64
*
P < .10 
**
P < .05 
***






次いで、仮説 3および仮説 4を検証した結果は、表 5-4および表 5-5のとおりであ
る。表 5-4は、分析において用いた変数の基本統計量と相関表である。各変数の相関
係数をみると、古い技術利用ダミー（5年以上前）」と「マーケティングプロモーショ
ン重要度」の 0.66が最大であった。VIFは最大で 3.39であり、閾値である 10以下で



























変数名 Mean S.D. Min Max 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27
1.建設業ダミー 0.11 0.32 0 1 1.00
2.小売業ダミー 0.18 0.38 0 1 -0.17 1.00
3.金融・保険業ダミー 0.02 0.15 0 1 -0.06 -0.07 1.00
4.技術専門業ダミー 0.10 0.30 0 1 -0.12 -0.15 -0.05 1.00
5.ハイテクダミー 0.09 0.29 0 1 -0.04 0.00 -0.02 0.01 1.00
6.古い技術利用ダミー（5年以上前） 0.50 0.50 0 1 -0.02 -0.05 -0.01 0.01 0.06 1.00
7.パートタイマーの数 0.08 0.92 0 30 0.01 0.02 0.00 -0.04 -0.01 0.02 1.00
8.正社員の数 0.13 2.06 0 80 0.03 -0.04 0.17 -0.03 -0.01 0.05 0.26 1.00
9.1人又は夫婦経営ダミー 0.46 0.50 0 1 -0.02 -0.04 -0.02 0.05 0.04 0.34 0.02 -0.04 1.00
10.フルタイムーナー数 0.71 0.81 0 4 0.04 -0.06 -0.05 0.06 -0.01 0.00 0.03 0.05 -0.18 1.00
11.オーナー平均年齢 44.11 12.38 18 82 -0.02 -0.09 -0.02 0.05 -0.01 0.03 0.02 -0.01 0.18 -0.17 1.00
12.創業経験有り創業者数 0.60 0.73 0 4 0.02 -0.09 0.03 0.05 -0.02 0.11 0.10 0.08 0.14 0.02 0.27 1.00
13.同一業種経験有り創業者数 1.00 0.70 0 5 0.07 -0.08 0.06 0.05 -0.02 0.10 0.03 0.13 0.06 0.11 -0.02 0.31 1.00
14.アドバイス・情報提供オーナー数 0.64 0.86 0 5 0.02 -0.08 -0.02 -0.05 -0.03 0.01 0.02 0.07 -0.22 0.39 -0.04 0.21 0.23 1.00
15.マーケティングプロモーション重要度 2.05 1.73 0 4 -0.05 -0.02 0.04 0.03 0.11 0.66 0.03 0.05 0.32 0.00 -0.03 0.15 0.16 0.03 1.00
16.早期サービス提供重要度 1.47 1.62 0 4 -0.03 0.00 0.01 0.04 0.14 0.49 0.03 0.05 0.23 -0.02 -0.03 0.09 0.11 0.01 0.75 1.00
17.TMTの多様性 0.11 0.23 0 1 0.00 -0.09 -0.02 0.05 0.04 0.15 0.05 0.11 0.09 0.21 0.04 0.33 0.36 0.34 0.17 0.12 1.00
18.リーマンショック後ダミー 0.22 0.42 0 1 0.02 0.04 -0.02 -0.06 0.05 -0.42 -0.04 -0.03 -0.34 0.01 0.03 -0.16 -0.12 -0.02 -0.48 -0.38 -0.16 1.00
19.財務計画の策定 0.27 0.44 0 1 0.00 -0.11 -0.02 -0.03 -0.04 0.08 0.04 0.08 0.05 0.02 0.06 0.24 0.07 0.09 0.07 0.03 0.13 -0.06 1.00
20.外部の会計専門家の活用ダミー 0.09 0.28 0 1 0.01 -0.04 0.02 0.05 0.03 0.07 0.03 0.06 0.17 0.01 0.05 0.13 0.13 0.04 0.09 0.07 0.14 -0.14 0.10 1.00
21.他のキャリア選択肢ダミー 0.80 0.40 0 1 -0.08 -0.01 -0.03 0.08 -0.02 0.01 0.00 -0.01 0.00 0.15 0.00 0.06 0.01 0.06 0.05 0.04 0.07 0.00 0.10 0.00 1.00
22.事業規模拡大希望ダミー 0.12 0.32 0 1 -0.05 -0.04 -0.04 0.06 0.09 0.08 0.03 0.01 0.08 0.00 -0.02 0.12 0.05 -0.01 0.12 0.12 0.15 -0.11 0.07 0.12 0.10 1.00
23.実態に即したビジネスプラン 0.14 0.34 0 1 -0.06 -0.02 -0.02 0.07 0.05 0.21 0.09 0.10 0.30 0.02 0.05 0.22 0.14 0.08 0.24 0.19 0.18 -0.24 0.24 0.16 0.03 0.21 1.00
24.起業でリスクをとることへの奨励 -2.42 1.10 -5 -1 0.00 0.05 0.04 0.04 0.02 0.04 -0.01 0.04 0.08 -0.07 0.08 0.06 0.09 0.00 0.08 0.10 0.07 -0.05 0.00 0.04 0.07 0.07 0.07 1.00
25.起業した知人や親族の多さ -3.07 0.94 -5 -1 0.03 -0.08 0.07 -0.01 0.01 -0.04 -0.02 0.01 -0.03 0.06 0.03 0.09 0.12 0.11 -0.01 0.02 -0.03 0.02 0.02 0.01 0.10 0.06 0.00 0.11 1.00
26.事業者団体への加入 0.05 0.21 0 1 -0.02 -0.03 0.04 0.04 0.04 0.06 0.02 0.04 0.11 -0.03 0.07 0.15 0.09 0.04 0.08 0.04 0.10 -0.12 0.07 0.12 0.06 0.05 0.16 0.03 0.01 1.00
27.政府・金融機関・地域による支援 -2.82 0.82 -5 -1 -0.09 0.00 0.04 0.07 0.01 -0.01 -0.01 0.01 -0.02 -0.08 0.09 -0.08 0.01 0.07 0.00 0.06 0.01 -0.01 -0.04 0.02 0.05 -0.01 0.00 0.36 0.17 0.02 1.00
データ件数：2025　企業件数：644  Duration ダミー変数は省略
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建設業ダミー - 0.42 [0.29] - 0.47 [0.33]
小売業ダミー - 0.63** [0.25] - 0.66** [0.29]
金融・保険業ダミー 0.60 [0.45] 0.82 [0.54]
技術専門業ダミー - 0.09 [0.25] - 0.15 [0.28]
ハイテクダミー 0.23 [0.29] 1.90*** [0.39]
古い技術利用ダミー（5年以上前） 0.38* [0.21] 0.53** [0.23]
パートタイマーの数 0.10 [0.06] 0.40** [0.16]
正社員の数 - 0.09 [0.03] 0.04 [0.04]
1人又は夫婦経営ダミー 0.35* [0.19] 1.13*** [0.25]
フルタイムオーナー数 0.05 [0.12] 0.00 [0.13]
オーナー平均年齢 - 0.04*** [0.01] - 0.04*** [0.01]
創業経験有り創業者数 0.26** [0.12] 0.33** [0.16]
同一業種経験有り創業者数 0.02 [0.12] - 0.03 [0.13]
アドバイス・情報提供オーナー数 - 0.40** [0.15] 0.22 [0.20]
マーケティングプロモーション重要度 - 0.08 [0.07] - 0.06 [0.09]
早期サービス提供重要度 0.06 [0.07] 0.10 [0.08]
TMTの多様性 - 0.02 [0.45] - 0.17 [0.49]
リーマンショック後ダミー - 0.25 [0.24] - 0.36 [0.32]
財務計画の策定 0.22 [0.18] 0.21 [0.20]
外部の会計専門家の活用ダミー 0.64*** [0.24] 0.89*** [0.28]
他のキャリア選択肢ダミー - 0.23 [0.19] - 0.11 [0.23]
事業規模拡大希望ダミー - 0.63** [0.26] - 0.50 [0.31]
実態に即したビジネスプラン 1.56*** [0.18] 0.60*** [0.22]
起業でリスクをとることへの奨励 0.36*** [0.08] 0.25** [0.10]




企業数   644   644
Log likelihood - 586.39 - 476.62
BIC 1468.19 1250.15
*
P < .10 
**
P < .05 
***




























変数名 Mean S.D. Min Max 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22
1.建設業ダミー 0.11 0.31 0 1 1.00
2.小売業ダミー 0.17 0.38 0 1 -0.16 1.00
3.金融・保険業ダミー 0.02 0.14 0 1 -0.05 -0.07 1.00
4.技術専門業ダミー 0.11 0.31 0 1 -0.12 -0.16 -0.05 1.00
5.ハイテクダミー 0.09 0.29 0 1 -0.05 -0.03 -0.02 0.09 1.00
6.古い技術利用ダミー（5年以上前） 0.44 0.50 0 1 0.00 0.00 0.00 -0.05 0.06 1.00
7.パートタイマーの数 0.07 0.84 0 30 -0.01 -0.01 0.00 0.01 0.04 0.02 1.00
8.正社員の数 0.13 2.05 0 80 0.00 -0.03 0.02 0.06 0.08 0.01 0.50 1.00
9.1人又は夫婦経営ダミー 0.45 0.50 0 1 -0.03 0.02 -0.02 0.00 0.12 0.33 -0.01 -0.04 1.00
10.フルタイムーナー数 0.70 0.81 0 4 0.05 -0.06 -0.04 0.06 0.00 0.00 -0.03 -0.01 -0.19 1.00
11.オーナー平均年齢 45.12 12.44 18 83 -0.05 -0.06 -0.02 0.05 -0.01 -0.03 0.01 -0.02 0.12 -0.17 1.00
12.創業経験有り創業者数 0.61 0.73 0 4 -0.01 -0.06 0.01 0.06 0.05 0.06 0.04 0.06 0.01 0.01 0.24 1.00
13.同一業種経験有り創業者数 1.01 0.75 0 10 0.05 -0.09 0.03 0.04 0.05 0.08 0.06 0.07 -0.02 0.18 -0.01 0.28 1.00
14.アドバイス・情報提供オーナー数 0.62 0.82 0 9 -0.01 -0.06 0.01 0.01 0.11 0.07 0.06 0.08 -0.26 0.39 -0.04 0.32 0.40 1.00
15.マーケティングプロモーション重要度 1.84 1.75 0 4 -0.04 0.02 0.03 0.00 0.24 0.61 0.03 0.02 0.33 0.00 -0.06 0.13 0.14 0.12 1.00
16.早期サービス提供重要度 1.33 1.60 0 4 -0.02 0.04 0.00 0.01 0.27 0.43 0.03 0.02 0.25 -0.02 -0.06 0.09 0.11 0.08 0.71 1.00
17.TMTの多様性 0.11 0.22 0 1 0.00 -0.06 -0.03 0.04 0.08 0.13 0.02 0.07 -0.03 0.24 0.00 0.35 0.38 0.54 0.18 0.14 1.00
18.リーマンショック後ダミー 0.33 0.47 0 1 0.01 -0.01 -0.01 0.01 -0.08 -0.40 -0.05 -0.03 -0.33 -0.02 0.10 -0.12 -0.09 -0.12 -0.44 -0.34 -0.17 1.00
19.財務計画の策定 0.33 0.47 0 1 -0.03 -0.09 -0.03 0.04 -0.03 -0.04 0.04 0.04 -0.04 0.03 0.13 0.21 0.06 0.08 -0.04 -0.05 0.10 0.09 1.00
20.外部の会計専門家の活用ダミー 0.08 0.27 0 1 0.02 -0.03 0.00 0.02 0.04 0.11 0.12 0.10 0.10 0.02 0.02 0.14 0.11 0.13 0.12 0.09 0.11 -0.16 0.08 1.00
21.他のキャリア選択肢ダミー 0.79 0.41 0 1 -0.09 0.01 -0.04 0.06 0.01 0.00 0.02 0.02 0.00 0.15 0.00 0.03 0.03 0.06 0.04 0.02 0.06 -0.01 0.06 0.02 1.00
22.事業規模拡大希望ダミー 0.12 0.32 0 1 -0.03 0.01 0.00 0.03 0.16 0.10 0.08 0.07 0.05 -0.02 -0.06 0.13 0.03 0.09 0.18 0.18 0.15 -0.11 0.06 0.10 0.08 1.00
データ件数：2933　企業件数：845  Duration ダミー変数は省略
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建設業ダミー - 0.65 [0.30] - 0.66 [0.30]
小売業ダミー - 0.48** [0.23] - 0.51 [0.23]
金融・保険業ダミー 0.24 [0.58] 0.22 [0.58]
技術専門業ダミー 0.84*** [0.27] 0.82*** [0.27]
ハイテクダミー 0.62*** [0.20] 0.57*** [0.20]
古い技術利用ダミー（5年以上前） - 0.37** [0.16] - 0.37 [0.16]
パートタイマーの数 0.14 [0.07] 0.00 [0.07]
正社員の数 0.31 [0.03] 0.03 [0.03]
1人又は夫婦経営ダミー 1.53*** [0.18] 1.51*** [0.18]
フルタイムオーナー数 - 0.24** [0.11] - 0.22* [0.11]
オーナー平均年齢 - 0.04*** [0.00] - 0.04*** [0.00]
創業経験有り創業者数 0.48*** [0.12] 0.45*** [0.12]
同一業種経験有り創業者数 0.00 [0.10] 0.01 [0.10]
アドバイス・情報提供オーナー数 0.16 [0.11] 0.15 [0.11]
マーケティングプロモーション重要度 0.13** [0.05] 0.12*** [0.05]
早期サービス提供重要度 0.08 [0.05] 0.07 [0.05]
TMTの多様性 0.72 [0.39] 0.66* [0.39]
リーマンショック後ダミー - 0.68*** [0.18] - 0.67*** [0.18]
財務計画の策定 0.15 [0.17] 0.13 [0.17]
外部の会計専門家の活用ダミー 0.75*** [0.20] 0.72*** [0.20]
他のキャリア選択肢ダミー - 0.38* [0.20] - 0.44** [0.20]
事業規模拡大希望ダミー 0.60*** [0.19]
Observations 2933 2933
企業数   845   845
Log likelihood - 1431.60 - 1426.53
BIC 3135.32 3133.21
*
P < .10 
**
P < .05 
***






第 4 節 結論と課題 




























































が起業志向に対して効果を持つことが実証されている（Davidsson and Honig, 2003; 






















































持つことが示されている（Davidsson and Honig, 2003; Kim et al., 2006; Dimov, 2010）。
しかし、それらの人的資本が創業活動の進展や業績に与える効果については不明確であ
る（Davidsson and Honig, 2003; Diochon et al., 2008）。 














いない。この不明確さ・不整合の理由として、先行研究（e.g., Davidsson and Honig, 























































































1-6 第 5 章の要約（新興起業家の志向と社会関係資本に関する実証分析） 









































































図 6-1 本研究から明らかになった関係性のまとめ 
 






































































































































よる相違が明らかにされている（Davidsson and Honig, 2003; Delmar and 
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